
 

 

事務・事業の共同化と連携協働の強化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑤経費削減に関わる合同電力割引交渉 

各法人の経費削減について、電力会社による高圧

電力契約施設における割引交渉を行い、 

「大規模特約割引契約」を実現しました。現在電力

会社と高圧電力契約している法人 ( 施設 ) につい

ては割引率を契約施設ごとに電力会社から提示して

いただきました。低電力契約をしている法人 ( 施

設 ) は今回の割引の対象としていませんが、今後

低電圧電力についても割引を検討していただく予定

です。社福連全体で年間約 1,500 万円の経費削減

が見込まれました。 

しかし現在は、電力供給不足から割引も厳しい状

況ですが、節電契約で一時金など新たな提案を受

けています。 

③ＩＣＴによる法人連携の推進 

26 の会員法人の連携強化を図るために、国の補助金を

活用し ICT を活用した法人間連携を進めています。

各法人に専用パソコンを配置するとともに、サイボウ

ズの kintone 及び LINEWORKS、 LINE 公式アカウント

を活用したシステムを構築し連携が行えるよう、運用

訓練を行いながら会員間の情報共有 ( リモート相

談、フードバンク在庫確認、施設利用状況など ) や 

LINE から会員間や住民、生活困窮者への情報提供が

できるなど ICT を活用して様々な運用を行っていま

す。 

④共同購入品目の調査 

福智町社福連 26 法人による共同化によるスケールメ

リットを生かし、各法人が消費する消耗品や生活用

品、食材等を高品質で低価格で共同購入することが

できるものがあるのか調査をおこない、経費の削減

や事務の効率化を図ります。 

 

⑥合同研修会 

・虐待防止研修会 

 虐待防止のための福祉職員に求められる役割と対応、 

 虐待の定義について等の講義や個人ワーク・グルー 

 プワークを行っています。 

・接遇合同研修会 

 新入職員・入職5年未満の基本的な接遇マナーやご利 

 用者ご家族に対応するスキルを習得し、職場での円滑 

 なコミュニケーションと良好なサービス提供を実現す 

 ることを目的として行いました。 

・ファンドレイジング 

 社会福祉法人の役職員がファンドレイジングに 

 ついて学習することで、効果的な資金調達活動を 

 行うための基礎知識を習得します。 

 地域福祉活動の持続可能性 

 を高めるための自主財源 

 確保の重要性を学びました。 

 

 

 

②合同人材募集 

個別ではなかなか確保することが難しい福祉業界で

の人材難を解消する方法の一つとして、合同による

人材募集を行い、事務の効率化と効果の向上を図り

ます。第 1 回目の募集では求人チ ラシを発行し町

内世帯(8,300 世帯) へ全戸配布。第 2 回目の募集で

は町内世帯への全戸配布とともに、福智町中心部か

ら半径 10 キロ県内において大手新聞 4 社への折り

込みやフリーマガジンＨｅｎに求人ページを掲載し  

ました。 

現在は年 4 回最新

の求人募集を町内

全世帯へ配布して

います。 
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詳しくは社福連 
HP内の人材求人
情報のページを
ご 参 照 く だ さ
い。 
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※ 令和 7 年 10 月実施 

・処分数実績：270箱 

・重量 4,190 ㎏ 1 箱 300円 

相当 

 にリサイクル 

①個人情報を含む書類の合同処分及び 
       リサイクル活用の取組み 

保存年月の過ぎた個人情報を含む書類の破棄は、比

較的手間がかかります。事務作業の手間を省き、個

人情報が守られ確実に溶解処理し、また合同で行う

ことにより１個あたりの処分料金のコストダウンが

可能となるとともに、廃棄物のリサイクル ( トイレ

ットペーパー ) による環境 保全にも貢献する取り

組みです。 

http://www.fukucũimacũisyafukuren.com/


 

⑦外国人介護人材確保基盤整備事業 

介護施設・事業所の介護労働者不足

は喫緊の課題です。 

将来を見通してグローバルな視点か

ら外国人介護人材の活用における安

心安全な受入れ体制づくりを進めて

います。今回、インドネシア バリの

ＬＰＫカルニアデワタとＬＰＫ ＬＩ

ＮＫの2校と連携協定を締結し、優秀

な外国人介護人材確保に向けてルー

トを構築しました。現地で学習支援

を行うとともにＺＯＯＭによる定期

的な情報交換が行えるように、2校に

専用の端末を配置しました。また、

日本の介護に関するテキストを渡し

て、学習効果を上げる取り組みも行

いました。 

 

 

⑧介護従事者養成事業 

 

介護従事者の確保はどこの法人・施設も大きな課題です。 

人材が定着するためには、育成から行う方が高い定着率で

ある事から、介護職員初任者研修実施期間として県の指定

を受け、介護従事者の養成を行っています。 

今後さらに介護福祉士の資格を取得できるように実務者研

修の実施を検討しています。 


